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１. 研究会の趣旨および背景 

１-１ 研究会の趣旨 

高齢者社会が進展し、社会における経済格差が広がる中、住宅確保要配慮者の居住の確保につ

いて、宅建協会や宅建業者が果たすべき役割は大きい。 

全宅連不動産総合研究所では、高齢者の居住支援をテーマに、不動産業者が今後この問題に積

極的に取り組めるように、また、より円滑に進めるために、制度上の課題や必要な方法を明らか

にし、その解決方法について３年間にわたり研究を行い、報告書をまとめるとともに、入居斡旋

を促進するため、受付から契約終了までの一連のプロセスにおける注意点や対応方法などを盛り

込んだガイドブックを作成した。さらに、研究会の結果を国に提言し、「宅建業者による人の死

の告知に関するガイドライン」や「残置物の処理等に関するモデル条項」が策定されるなど、一

定の成果を上げてきた。このように、国によって制度やツールはかなり整備されたものの、残置

物の処理や賃貸借契約の解除など、入居者が亡くなった後の対応については依然として課題が残

っており、大家の不安が払しょくしきれていないのが実態である。そのため、高齢者に対する民

間賃貸住宅への住居の斡旋は進んでいない現状がある。 

以上を鑑み、高齢者をはじめとする住宅確保要配慮者に対する民間賃貸住宅の斡旋に係る各種

施策の課題を把握するとともに、既存制度をより使いやすいものにするための方策等について議

論することを目的として、2023 年 10 月より「高齢者等住宅確保要配慮者の居住支援のあり方に

関する研究会」（以下、研究会）を設置した。 

研究会は 2023年度において全３回開催し、弁護士・宅建業者・司法書士等からなる委員から現

場の課題感の共有や、解決に向けた提言等を適宜受けつつ、議論を行った。 

また研究会に先立ち、全宅連会員（全宅連ハトサポメンバー）を対象として、宅建業の現場に

おける居住支援の実態や課題について把握するためのアンケート調査を実施した。加えて、居住

支援に係る先進的な取組を行う宅建業者や家賃保証会社等に対するヒアリング調査を実施し、研

究会にて事例や知見等の共有を行った。 

 

１-２ 報告書の構成 

本報告書では研究会の検討・議論に基づきその成果をまとめている。構成は下図の通り。 

 
図 1 本報告書の構成 
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１-３ 背景の整理 

（１） 高齢者賃貸をめぐる市場環境 

１） 賃貸住宅に居住する高齢者のボリューム 

平成 30 年住宅土地統計調査によると、賃貸住宅に居住する高齢者世帯数は約 300 万世帯（う

ち単身高齢者は約 213万世帯）であり、10年前（平成 20年）の調査時点から 38.6%増（うち単身

高齢者は 50.2%増）と、近年急速に増加している。一方、令和２年度被保護者調査によると、生

活保護を受給している高齢者世帯数は約 90万世帯であり、10年前（平成 20年）の調査時点から

72.6%増と、大幅に増加している（図 2）。 

また、全国の高齢者世帯における持家または賃貸住宅に住む世帯の割合をみると、持家に住む

世帯の比率（以下、持家比率）が 76.8%と高く、民間賃貸住宅に住む世帯の比率（以下、賃貸比

率）は 14.2%と低い。ただし、単身高齢者世帯においては賃貸比率が高まる（持家比率：66.4%、

賃貸比率：21.8%）。 

さらに、地域別にみると都市部においては賃貸比率が高まり、持家比率は下がる傾向にある。

例えば東京都の単身高齢者世帯においては、持家比率が 54.8%、賃貸比率が 28.5%となっている

（図 3）。 

また、現在の 40 代・50 代においては賃貸比率が高まっており、今後これらの層が高齢化する

と、現状よりもさらに高齢者世帯における賃貸比率は高まっていくことが想定される。 

生活保護受給世帯に着目すると、民間賃貸住宅は、生活に困窮している高齢者世帯が住宅を確

保するうえで主要な選択肢となっている。一般に、生活保護における住宅扶助費は賃貸住宅居住

者に支給されることを前提として、賃貸住宅に居住する世帯のうち、住宅扶助を受給している世

帯の割合を算出すると、高齢者全体で 30.8％、単身高齢者においては 38.0％と、高い割合となっ

ている（表 1）。 

以上の動向から、今後、高齢者世帯はますます増加し、その賃貸比率も高まっていくことが想

定される。賃貸住宅に高齢者を受け入れることは避けられないトレンドとなっていくことが考え

られる。 

 
図 2 賃貸住宅に居住する高齢者世帯数および生活保護を受給する高齢者世帯数の推移 

（出典：住宅・土地統計調査（平成 20 年、平成 25 年、平成 30年）） 
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図 3 地域別・属性別にみた賃貸住宅に居住する世帯の割合 

（出典：平成 30年住宅土地統計調査、2019年度被保護者調査） 
 

表 1 賃貸住宅に居住する世帯のうち、住宅扶助を受給している世帯の割合 

 
 

２） 増加する単身高齢者世帯を対象とする賃貸住宅市場拡大のポテンシャル 

年々増加する高齢者世帯は、大きなボリュームを有する宅建業の新たな顧客層としても捉える

ことができる。65歳以上の高齢者の仲介を専門に行っている宅建業者の調査によると、その顧客

層の家賃は比較的高額の場合も多いこと（例：６～８万円が 50%を占める）、半数以上で保証人

が存在すること、長期間入居する傾向であることがわかる（参考：全宅連資料：以下同じ）。ま

た、部屋に対するニーズをみると、通常では決まりにくい築古などの物件でも抵抗がなく、１階

の部屋も好まれる傾向がうかがえる。高齢者が借主となる場合の諸課題を解決・管理することが

できれば、高齢者の入居受け入れには、宅建業者にとってメリットとなる側面もあるといえる。 

  

H30 (C) /(A)
（A)賃貸住宅に居住する高齢者世帯数 2,921
（C)生活保護を受給する高齢者世帯数 884

H30 (D) /(B)
（B)賃貸住宅に居住する単身高齢者世帯数 2,122
（D)生活保護を受給する単身高齢者世帯数 806

30.3%

38.0%

賃貸住宅 
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３） 高齢者への賃貸住宅斡旋に関するオーナー・宅建業者の抵抗感（会員向けアンケートより） 

高齢者マーケットが拡大する一方で、民間賃貸住宅の入居が困難な理由を把握するため、宅建

業者による単身高齢者への住宅斡旋の現状および斡旋を阻害する要因について、研究会実施に先

立ち全宅連会員を対象とするアンケート調査を行い把握した。調査概要および回答結果は下記の

通り。 

 

① 調査概要 
調査の目的：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」などの業務の実態把握を目的とする 

調査期間：2023 年８月１日～８月 31日 

調査対象：全宅連ハトサポメンバー 

調査方法：インターネットによるアンケート調査 

調査内容：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」の業務について 

回答数：1,644票 

※以下に示す調査結果のうち、構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が

100%とならない場合がある。 

 

② 単身高齢者への住宅斡旋の現状および斡旋を阻害する要因に関する回答結果（Q4～Q7） 
※ 賃借人死亡時の契約終了の対応、残置物モデル条項の活用状況等に関する回答結果（３-１、

p.15）、終身建物賃貸借に関する回答結果（６-１、p.48）は後段に記載 

【Q4】単身高齢者向けの物件斡旋の現状について尋ねた設問によると、積極的に高齢者への斡

旋を行う回答者が 13.7%存在する一方、単身高齢者への物件斡旋を行っていない事業者は回答者

全体の 19.6%を占める（図 4）。 

【Q5】斡旋しない理由としては「大家の理解が得られないから」（19.9%）、「自社にとってリ

スクがあるから」（14.9%）、「自社にとっての手間暇がかかるから」（12.4%）の順に多く回答

が得られた（図 5）。なお「その他」（52.8%）の回答内容としては、ほとんどが「そのような案

件・申し込みがない」旨の回答であったが、そのほかに「保証人が付けられないことが多い」「部

屋で亡くなった場合に、家主等の負担・出費や作業が多い。営利事業であるので難しい」といっ

た回答もみられた。 

 

 
図 4 【Q4】単身高齢者への物件斡旋の状況 
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図 5 【Q5】単身高齢者へ斡旋を行わない理由 

 
表 2 【Q5】「その他」の回答（自由回答を一部抜粋） 

単身高齢者の問い合わせが無いから 

保証人などが付けられないことが多々あるから等 

固定収入が無い、近隣に近親者がいなければ生活もままならないケースがある、貸し部屋で亡く

なった場合に家主、また管理会社負担の出費や作業が多い等。営利事業であって慈善事業では無

いので難しい。 

 

【Q6】大家の理解を得られないと考える理由（図 6上図）として、「孤独死の恐れがあるから」

（82.8%）が最も多く挙げられたほか、「残置物の処理に不安があるから」（51.6%）、「意思能

力を喪失する恐れがあるから」（50.0%）、「賃貸借契約の解除が容易ではないから」（43.8%）

なども回答者の約半数の割合で挙げられた。 

【Q7】自社にとっての手間暇やリスクがあると回答した場合のその具体的な内容について尋ね

た設問（図 6下図）においても同様に、「孤独死した場合の対応等」（67.0%）、「残地物の処

理の対応等」（53.4%）、「意思能力を喪失した場合の対応等」（53.4%）が多く挙げられた。 

以上の結果から、単身高齢者に対する住宅斡旋にあたり「孤独死」「残置物処理」「賃貸借契

約の解除」が大きな課題として認識されていることが分かった。またこれらの理由を背景として、

大家の理解が得られないことや、宅建業者自身がリスク・手間暇を恐れて回避することが、単身

高齢者に対する住宅斡旋を阻害する要因となっていることが把握された。 
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図 6 （上）【Q6】大家の理解が得られないと考える理由 
（下）【Q7】自社にとっての手間暇またはリスクの内容 

 

（２） 高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋をめぐる一般的な課題 

管理会社や大家の視点からみた、高齢者に対し賃貸住宅を提供することの一般的な課題および

対応方法について、不動産取引（主に賃貸借を想定）のフローに沿って整理した。 

 
表 3 不動産取引のフローにおける高齢者への住居斡旋に関する課題と対応方法 
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１） 受付～申込時・契約時 

高齢者の賃貸住宅への入居にあたっては、賃借人の身に何かあった場合に頼ることのできる人

物が存在することが重要である。身寄りのない高齢者においては、連帯保証人や緊急連絡先のな

り手がいないことが、賃貸住宅の斡旋における障壁となっている現状がある。 

また、定期収入の乏しい高齢者においては家賃滞納の恐れもある。対応策として生活保護受給

世帯の場合は代理納付制度を活用することができるほか、生活保護の受給にかかわらず家賃債務

保証を付けることが必要となる。ただし、高齢者に対する審査のハードルは高くなることが多く、

審査に通らないケースもある。 

身寄りのない高齢者の場合は、残置物処理および賃貸借契約解除に係る死後事務委任について

も、賃貸借契約の締結時に併せて検討する必要がある。しかし、死後事務委任を行いたくても、

受任者のなり手が見つからないことが課題となる。 

２） 入居期間中 

入居中の賃借人の状態について、管理会社が常に把握することは難しい。入居中に病院への入

院や介護施設等への入所、認知症の発症などがあると、賃貸借契約に係る権限を賃借人本人が持

ち続けることとなるため、賃貸借契約を解除できず、賃料が支払われないまま年月が経ってしま

う恐れがある。対応策としては入居中から福祉団体等と連携できることが望ましいが、個人情報

を理由に入居者の情報を共有してもらえないという実態がある。 

また孤独死についても、早期発見できなかった場合は、特殊清掃費用が必要になるなど高額な

原状回復費用が発生する等の課題がある。事故物件化のリスクについては「人の死の告知に関す

るガイドライン」の公表により、自然死については原則告知不要となったものの、新たな入居者

とのトラブル回避等の観点から、依然として一律に告知することを選択する宅建業者も多い。早

期発見のための対応策としては見守りサービスの活用が挙げられるが、賃借人に費用負担が発生

するため、導入にあたっては賃借人との合意形成が必要となる。 

３） 契約終了時 

残置物処理および賃貸借契約の解除については、前述の通り、契約時に死後事務委任契約を締

結していれば、契約に従って対応することができる。死後事務委任契約を締結していない場合、

原状回復、相続人探索、残置物の保管・処理等の費用や、契約終了まで次の募集ができないなど、

大家や管理会社が自ら対応し、コストを負担せざるを得ない状況に陥る恐れがある。 
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２. 高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋をめぐるこれまでの施策と残課題 

２-１ 全宅連によるこれまでの取組 

前章にて示したような課題を解決し、不動産業者が今後この問題に積極的に取り組めるよう、

全宅連ではこれまで平成 30 年度～令和２年度の３年間にわたり、高齢者に対する民間賃貸住宅

の斡旋を推進するために調査・研究を行った。 

なお、令和４年度は、コロナ禍における住宅確保要配慮者の居住実態の把握を目的として、高

齢者に限らず若年の生活困窮などを対象に、公表統計およびアンケート調査による実態調査を行

った。 

４か年の調査研究の成果として、1）受付～申込時・契約時の課題に対しては、入居者情報シー

トの活用による緊急時の支援者の把握や代理納付制度、家賃保証会社の活用 2）入居期間中の

課題に対しては、“孤独死の定義”や福祉事業者との連携、見守り機器の活用 3）契約終了時の

課題に対しては、残置物の処理等に関するモデル契約条項や終身建物賃貸借制度の利用 といっ

た対応策をまとめることができた。特に、高齢者に対する民間賃貸住宅を斡旋する上で大きな障

がいとなっていた、“孤独死の定義”や残置物処理に関する提言は国の政策に影響を与えること

ができた。さらに、全国の不動産業者が高齢者への入居斡旋を促進するため、受付・入居の申し

込みから契約、入居期間の対応から契約終了までの一連のプロセスごとに、注意すべきポイント

や対応方法などを盛り込んだガイドブックを作成した。 

 

表 4 高齢者等の居住の確保に関する全宅連のこれまでの取組 

 
 

２-２ 国によるこれまでの施策 

全宅連の取り組みと時期を同じくして、国交省も高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋がスム

ーズに行われるよう、さまざまな施策を講じてきた。主なものは以下の通り。 

 

（１） 宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン（R3.10） 

不動産取引の対象不動産において過去に生じた人の死に関する事案について、宅地建物取引業

者による適切な調査や告知に係る判断基準がなく、取引現場の判断が難しいことで、円滑な流通

や、安心できる取引が阻害されていることを踏まえ、国土交通省では令和３年 10月に「宅地建物
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取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」を公表した。 

本ガイドラインは取引の対象不動産において過去に人の死が生じた場合において、宅地建物取

引業者が宅地建物取引業法上負うべき義務の解釈について、現時点における裁判例や取引実務に

照らし、一般的に妥当と考えられるものを整理し、とりまとめたものである。例として以下の事

項等について整理している（出典：国土交通省ウェブサイト）。 

 

 宅地建物取引業者が媒介を行う場合、売主・賃貸人に対し、過去に生じた人の死について、

告知書等に記載を求めることで、通常の情報収集としての調査義務を果たしたものとする。 

 取引の対象不動産で発生した自然死・日常生活の中での不慮の死（転倒事故、誤嚥など）

については、原則として告げなくてもよい。 

 賃貸借取引の対象不動産・日常生活において通常使用する必要がある集合住宅の共用部分

で発生した自然死・日常生活の中での不慮の死以外の死が発生し、事案発生から概ね３年

が経過した後は、原則として告げなくてもよい。 

 人の死の発生から経過した期間や死因に関わらず、買主・賃借人から事案の有無について

問われた場合や、社会的影響の大きさから買主・借主において把握しておくべき特段の事

情があると認識した場合等は告げる必要がある。 

 

（２） 残置物の処理等に関するモデル契約条項（R3.6） 

相続人の有無や所在が分からない単身高齢者に対して賃貸人が建物を貸すことを躊躇する問

題をふまえ、単身の高齢者の居住の安定確保を図る観点から、単身の高齢者が死亡した際に契約

関係及び残置物を円滑に処理できるように、令和３年６月、国土交通省及び法務省において、賃

借人と受任者との間で締結する賃貸借契約の解除及び残置物の処理を内容とした死後事務委任

契約等に係る「残置物の処理等に関するモデル契約条項」が策定・公開された。また、令和６年

３月には、受任者が同一の場合のモデル契約条項も公表されたところである。 

モデル契約条項を活用すると、単身高齢者である賃借人と受任者の間で死後事務委任契約を締

結することにより、賃借人死亡後の賃貸借契約の解除および残置物の処理を円滑に遂行すること

ができる。モデル契約条項の使用は法令で義務づけられているものではないが、合理的な死後事

務委任契約等の締結、ひいては、単身の高齢者の居住の安定確保が図られることを期待し、国と

して普及に努めている（出典：国土交通省ウェブサイト）。 
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図 7 「残置物の処理等に関するモデル契約条項」の公表に係る背景と概要 

（出典：国土交通省資料等により全宅連作成） 

（３） 終身建物賃貸借標準契約書（H30.2月公表 / H30.3、R3.6 R4.4改定） 

終身建物賃貸借制度は、バリアフリー化された賃貸住宅に高齢者が終身にわたり安心して居住

できる仕組みとして、知事が認可した住宅（賃貸人は許可を受けた事業者）において、入居者（60 

歳以上であれば誰でもなることが可能）が生きている限り存続し、死亡時に終了する入居者本人

「一代限り」の賃貸借契約を結ぶことができる制度である。しかしながら、申請者の事務的な負

担が大きい等の課題があったことを踏まえ、省令改正等により「添付書類の削減、既存の建物を

活用する場合のバリアフリー基準の緩和」等が行われた（公布・施行：平成 30 年９月 10 日）。

具体的な緩和の内容は図 8、図 9の通り。 

その後、令和３年 10月に「残置物の処理に関するモデル契約条項」が策定されたことに伴い、

終身建物賃貸借標準契約書についても当該条項を含む形に改定された。 
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図 8 終身建物賃貸借の面積・バリアフリー基準の緩和（平成 30 年 9 月施行） 

（出典：国土交通省ウェブサイト） 

 

 
図 9 終身建物賃貸借の申請に係る添付書類の緩和（平成 30 年 9 月施行） 

（出典：国土交通省ウェブサイト） 
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２-３ 残課題をふまえた本研究会のテーマの設定 

以上の通り、単身高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋を促進するための全宅連の取組および国

の施策により、制度等の改善や支援ツールは年々充実しつつある。しかし、契約終了時に関する

残置物の処理や賃貸借契約の解除等については、既存施策が十分に活用されておらず、依然とし

て課題が残っていることが考えられる。 

そこで今年度研究会では「契約終了時の対応」をテーマとして設定し、改めて現状の実態を把

握するとともに、モデル契約条項や終身賃貸借制度等の既存施策の活用をより促進するための、

対応策を検討することとした。 

 
表 5 これまでの取組・施策をふまえた残課題の抽出 

場
面 受付時～申込・契約時 入居期間中 契約終了時 

︵
管
理
会
社
︑
大
家
目
線
の
︶
課
題 

 連帯保証人、緊急
連絡先が確保でき
ず、入居審査が通ら
ない 

 家賃滞納の恐れ 

 入居中に本人の状態の変化に気
づかず、トラブルに対処できない恐
れ 

➡個人情報の問題があり、入居者に対
する見守りに福祉事業者との連携が困
難 
 孤独死が起こっても長期間気づか

ない恐れ 
➡事故物件化して次に貸す際、賃料が
下がる不安 
➡原状回復に通常以上のコストがかか
る 

 残置物の処理 
 賃貸借契約の解除 
➡次の募集をするまでに時間と
コストがかかる 
 相続人探索～撤去まで 6

ヶ月～1年かかる 
 残置物の保管、処理は大

家の負担  

 

全
宅
連
の
取
組 

 （H30年度公表→R3年度改定）「高齢者の入居支援ガイドブック」：宅建業者向けに高齢者
入居支援業務の一連のプロセスごとにポイント等を周知 

 （H30年度）高齢
者受け入れの実態と
課題の把握 

 （R1年度）「孤独死に係る説
明・告知のあり方に係る考え方」を
整理・提言 

 （R2年度）「入居期間中の見
守りの方策」の整理（特に福祉事
業者との連携における課題） 

 （R2年度）賃借人死亡
時の賃借権相続、残置物
処理に係る課題を抽出 

国
の
施
策 

 （R2.4取扱変
更）「代理納付制
度」：家賃滞納者に
対し代理納付を原則
化 

 （R3.10)「宅地建物取引業者
による人の死の告知に関するガイ
ドライン」の公表 

 （R3.6）「残置物の処
理等に関する契約等に係
るモデル契約条項」の公表 

 （H30.3改定）「終身
建物賃貸借制度」：事務
負担緩和・基準緩和等 

➡既存施策の活用が進まず、
現場の課題感も依然大きい 
➡「契約終了時の対応」を今年
度研究会のテーマとして設定 
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２-４ 研究会の設置 

研究会の開催スケジュールおよびメンバーは下記の通り。 

 

表 6 研究会メンバー 

【座長】 

佐藤 貴美氏（佐藤貴美法律事務所） 

【不動産総合研究所所長】  

吉村 岩雄氏 

【委員】 

伊部 尚子氏（株式会社ハウスメイトマネジメント） 

太田垣 章子氏（司法書士） 

矢田 尚子氏（日本大学法学部准教授） 

高橋 一夫氏（全宅連副会長） 

岡田 日出則氏（全宅連理事） 

【オブザーバー】 

国土交通省 

※上記に加え、検討テーマに応じて適宜ゲストスピーカーを招聘 

【調査協力】 

株式会社価値総合研究所 

【事務局】 

全国宅地建物取引業協会連合会 不動産総合研究所 

 

表 7 開催スケジュール  

◆2023年 10月：研究会の立ち上げ 

   第 1回（2023年 10月 6日（金）14:00-16:00＠全宅連会館） 

     1.本研究会の趣旨 

     2.これまでの高齢者賃貸を巡る経緯と主な論点 

     3.単身高齢者が死亡した場合の対応実態と課題等について 

     4.意見交換 

  第 2回（2023年 12月 21 日（木）14:00-16:00＠全宅連会館） 

     1.残置物処理の課題の整理 

     2.課題を踏まえた対応案 

     3.意見交換 

  第 3回（2024年 2月 26日（月）13:00-15:00＠全宅連会館） 

     1.残置物処理モデル条項の活用を補完するための書式（案） 

     2.家賃債務保証会社の活用等 

     3.住宅セーフティネット法等の改正動向 

          4.本研究会のとりまとめの方向性 
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３. 契約の終了時の対応についての実態と課題 

３-１ 残置物の処理等に関する全宅連会員向けアンケート調査結果 

前述（１-３（１）３）、p.5）の全宅連会員向けアンケート調査において、賃借人死亡時の

契約終了の対応、残置物モデル条項の活用状況等について尋ねる設問を設けた。調査結果は下

記の通り。 

（１） 調査概要（再掲） 

調査の目的：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」などの業務の実態把握を目的とする 

調査期間：2023 年８月１日～８月 31日 

調査対象：全宅連ハトサポメンバー 

調査方法：インターネットによるアンケート調査 

調査内容：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」の業務について 

回答数：1,644票 

※以下に示す調査結果のうち、構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が

100%とならない場合がある。 

 

（２） 賃借人死亡時の契約終了の対応、残置物モデル条項の活用状況等に関する回答結果（Q8～

Q23） 

※単身高齢者への住宅斡旋の現状および斡旋を阻害する要因に関する回答結果は前段（１-３

（１）３）、p.5）に記載 

※ 終身建物賃貸借に関する回答結果は後段（６-１、p.46）に記載 

１） 賃借人死亡時の契約終了の対応 

【Q8】賃借人が亡くなった時に契約の終了をさせるためにどのような対応をとっているかを尋

ねる設問では、緊急連絡先（51.2%）や保証人（49.2%）を通じて相続人に連絡してもらうとの回

答や、「保証人や緊急連絡先の了承をとり終了させる」（46.8%）との回答がいずれも全体の約５

割でみられた。なお、相続人が保証人である場合は、保証人の了承を取り契約終了することが可

能であるが、実務上、保証人は相続人以外の第三者である場合も考えられる。 

また「その他」の回答として、「生活保護の場合は役所を通じて相続人に連絡してもらう」「警

察が親族を探して、その情報により関係者に連絡する」「賃貸借解除に関する委任事務を受任し

ている」といった回答もみられた。 

 

 
図 10 【Q8】賃借人死亡時の賃貸借契約終了のための対応 
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表 8 【Q8】「その他」の回答（自由回答を一部抜粋） 

現時点において賃借人が亡くなった事例は無いが、生活保護者が自助努力では生活できなくなっ

た際に市役所の福祉課により介護施設への転入、家財処分を代行いただき事なきを得ている。 

孤独死の場合は警察が親族を探してくれて連絡が取れて終了させることもある 

賃貸契約書の解除に関する委任事務を受任している。 

殆ど前例がなく、一度、孤独死をした入居者がいて、相続人等がいなかったため、知り合いの弁

護士に相続財産管理人になってもらうようお願いして、処理したケースがあった。 

 

２） 「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」の活用状況 

【Q9】「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」を「知っている」と回

答したのは全体の 63.9%であり、残りの約４割は「知らない」という現状が把握された。 

【Q10】Q9 で「知っている」と回答した回答者に対し、ガイドライン公表後の実務上の変化を

尋ねたところ、10.9%の回答者が「高齢者賃貸がしやすくなった」と回答した。 

 
図 11 【Q9】「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」の認知度 

 

 
図 12 【Q10】「宅地建物取引業者による人の死の告知に関するガイドライン」による実務上の変化 

 

【Q11】賃借人が亡くなった場合の新たな入居者に対する告知の対応について尋ねたところ、

「ガイドラインに沿って対応している」の回答が最も多く 41.5%、次いで「ガイドラインに関わ

りなく一律で告知している」が 34.0%を占める。 

 
図 13 【Q11】賃借人死亡後の新入居者への告知等に関する実務上の対応 
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３） 高齢者への賃貸住宅斡旋に係るリスク回避対策 

【Q12】高齢者への民間賃貸住宅を斡旋に当たりどのようなリスク回避対策が必要だと思うか

について尋ねた設問においては、「高齢者世帯向け家賃保証会社の充実」（71.1%）、次いで「見

守りサービスを実施する医療系や福祉系の法人・団体等とのネットワークの構築」（64.4%）の回

答が多く挙げられた。「その他」の回答の中には、「どのような対策をしても貸主、大家が納得

しないと厳しい」といった、貸主側の意識に対する問題意識や、「個人情報保護法がネックにな

っている」「身寄りのないことのほうがネックになっているので、その対策がまず必要ではない

か」「貸主への金銭的損失の補填が有効」といった意見も挙げられた。 

 

 
図 14 【Q12】高齢者への賃貸住宅斡旋に必要なリスク回避対策 

 
表 9 【Q12】「その他」の回答（自由回答を一部抜粋） 

大家が泣き寝入りしない対策（賃料未払い・原状回復費未払い・死亡時の空室賃料・トラブル時

の退去・入院中の賃料・行方不明時の家財道具の保管・立退料をせびろうとする家族など） 

貸主の金銭的損失を補填できる何か。 

存命中は見守りサービス、死亡後は死後事務委任契約を付帯したサービスの充実が必要 

葬儀費用の預かりと葬儀会社との契約 

何をしても貸主が納得しないとダメ。現状、貸主にとっては高齢者のイメージがあまり良くない

ため、それを超える何かサービスが無いと厳しい。 

センサー見守りは原則家族から契約してもらう。管理会社は個人情報を理由に行動まで監視しな

いことにしている。また、自然死含めて遺体の溶解などで室内に損害がある場合、修理が高額に

なることがあるため、その対応をする保険に、貸主や借主も保険に入ってもらうことを目標にし

ている。借家人賠償特約の火災保険特約に、死亡時の損害復旧費用も含む特約も、保険会社に準

備してほしい 

受任者に契約解除権を授与する事務委任契約、残置物を搬出、廃棄する（準）事務委託契約で受

任者に委任、委託することになるが、高齢者の中には身寄りがなく受任者のなり手がいない方も

多く、その辺りを行政がサポートするシステム（一部の地方公共団体で行われている）が必要な
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のではと考えている。 

政府の責任で国が民間賃貸住宅の空き室を借り上げ、所得に応じた低廉な家賃で貸し出す。 

民法の変更により連帯保証人の限度額が設定されたことによって高齢者の入居が難しくなった

為、その変更改正が必要と考える 

 

４） 残置物の処理等に関する対応状況／モデル条項の活用状況 

【Q13】モデル条項の認知度については「公表されたことを知っているし内容も理解している」

の回答が全体の 12.5%と少数にとどまる。「公表されたことは知っているが内容はよくわからな

い」が 42.1%、「モデル条項ができたこと自体知らない」が 45.4%と、モデル条項の内容について

認知度が極めて低い現状が読み取れる。 

【Q14】モデル条項について「公表されたことを知っているし内容も理解している」と回答した

回答者に、実際にモデル条項等を導入して残置物の処理等に関する契約を締結した実績について

尋ねたところ、「モデル条項を導入したことがある」と回答した割合は 10.2%にとどまり、活用

が十分に進んでいない現状が見て取れる。 

【Q15】モデル条項を活用した契約実績のある回答者に受任者の設定を尋ねたところ、「入居者

の推定相続人のいずれか」（71.4%）の回答が最も多かった。次いで「管理会社等の第三者（貴社）

（※注：回答者自身を指す）」（33.3%）、「居住支援法人」（14.3%）の回答もみられた。 

 

 
図 15 【Q13】モデル条項の認知度 

 

 
図 16 【Q14】モデル条項を活用した残置物の処理等に関する契約締結の実績 
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図 17 【Q15】モデル条項を活用した契約における受任者の設定 

 
【Q16】モデル条項を使わない場合に残置物の処理に関してどのような契約をしているか尋ね

たところ、大半は「残置物の処理に関して、特に定めていない」（76.3%）の回答であったが、「賃

貸借契約書の中に、所有権放棄や貸主において残置物を処分できる条項を設けている」（20.2%）

の回答が全体の約２割、「賃貸借契約書とは別に、死後事務委任契約を締結している（モデル条

項以外）」（3.5%）の回答が数％見られ、モデル条項に基づかない死後事務委任契約を実務上活

用している宅建業者が一定数存在することがわかる（図 18）。 

【Q17】Q16で「賃貸借契約書の中に、所有権放棄や貸主において残置物を処分できる条項を設

けている」と回答した方に対して、実際の適用場面を尋ねたところ、回答は大きく「一律に条項

を設けているケース」「対象を限定して条項を設けているケース」の２つにわけることができる

（表 10）。後者の対象を限定して条項を設けているケースでは、単身高齢者で身寄りがない場合

等、高齢者の死亡時に立ち行かない状況となりうる契約において条項を設けている旨の回答が非

常に多くみられた。 

 
図 18 【Q16】モデル条項を使わない場合の残置物処理に係る契約の状況 

 
表 10 【Q17】Q16 で「賃貸借契約書の中に、所有権放棄や貸主において残置物を処分できる 

条項を設けている」と回答した回答者における、実際の適用場面に関する回答 
（自由回答を一部抜粋） 

一律に条項を設けているケース 

1 存在不明の事態となった場合に適用する条項を定めている 

2 夜逃げ等（日本人、外国の方の別にかかわらず）の場合でも適用できるようにしている。 

3 高齢者に限らず「連帯保証承諾書」と委任状という形式で A４用紙 1 枚に纏めて、契約締結

時に頂戴しています。「委任状」の内容としては、借主に行方不明等の状態が発生した場合

には、①契約の解約②残置物の処分を連帯保証人に委任するという文言です。 

4 高齢者に限らず条項を設けている。ただし、保証人や緊急連絡先に連絡がつく場合はそちら
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の判断を優先させている 

5 家族親戚などの身内がいない人には、高齢者関係なく万が一の為に残置物の所有権放棄の

条項を入れる場合がある。保証会社が対応してくれる事が多そうなのでそんなに神経質に

なっていません。 

6 高齢者に限らず、残置物があった場合には、貸主もしくは仲介業者が処分しても異議申し立

てをしない旨の特約条項を設けている。 

7 賃借人が２ヶ月以上連絡不能、賃料滞納の場合高齢者に限らず条項を設けている。 

等  

対象を限定して条項を設けているケース 

1 高齢かつ身寄りがない場合  

2 高齢で保証人が実子等でない場合 

3 賃借人も連帯保証人も高齢者の時に設けている。（基本的には連帯保証人が残存物処理がで

きない場合に限定している） 

4 高齢者及び生活保護受給者に設けている 。 

5 独居高齢者の場合設けている 

等  

実際に適用した事例に関する回答 

1 高齢者では相続人が見つかり適用した事例は無い。家賃不払いでの夜逃げの場合に適用し

たことがある 

2 いままでに備品（トイレットペーパー、洗剤等）程度しかなかった。 

3 実際の適用事例はない。法的に問題になる恐れがあると認識している。 

4 緊急連絡先に報告し許可を得るもしくは処分をしてもらう 

5 保証人等に通知し（了解を得て）、換価できる物は「市役所へ通知」し、その他は「ゴミ

の日」等に、搬出している。 

等  

 
【Q18】モデル条項を使わない場合又は契約で残置物の扱いについて定めていない場合の、残置

物の処理の対応方法について尋ねたところ、「相続人に対応してもらう」（55.8%）の回答が最も

多く、次いで「保証人に対応してもらう」（50.1%）、「保証会社に対応してもらう」（33.0%）

が多く挙げられた（図 19）。また、「その他」の回答として「貸主の負担で処分する」「家財保

険等で遺留品処分費を対応している」といった回答も挙げられた（表 11）。 

【Q19】Q17で「保証人に対応してもらう」と回答した回答者に、保証人はどのような対応をと

っているかを尋ねたところ、「相続人に連絡をとって残置物の処分等を依頼する」が最も多く

76.1%、次いで「保証人自身で残置物を搬出する」が 66.1%であった。「その他」の回答としては

「相続人や保証人の了承を得て業者が対応する」ケースが多く見受けられた。 
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図 19 【Q18】モデル条項を使わない場合又は契約で残置物の扱いについて定めない場合の対応 

 
表 11 【Q18】「その他」の回答（自由回答を一部抜粋） 

弁護士を入れて協議する 

オーナー負担で対応するケースが多い 

できる事を全て行い記録を付け、且つ簡易書留などを送付し返送された、受取があったなどの

記録もつける。そのうえで、一定期間約１ヵ月強（２カ月目の弁済期を超過迄）待って、処分

する。 

民間企業のサービス利用 

賃貸管理会社に任せている。 

賃借人加入の借家人賠償責任保険から遺留品処分費用を請求し処分します 

 

 
図 20 【Q19】保証人による残置物処理の対応方法 

 
表 12 【Q19】「その他」の回答（自由回答を一部抜粋） 

保証人、相続人等の了解を得て、自社で搬出する。 

手続きを保証人にしてもらい、業者に依頼。費用は保険で対応。 

保証人が親族の場合は相続放棄を選択される方が多く、荷物の放棄書を記入のみしてもらっ

ている 

 
【Q20】処理完了までの残置物保管の方法について尋ねたところ、「発生した事案はない」の回

答が 53.3%に次いで「当該居室にて保管」（47.0%）が多く挙げられ、倉庫等で保管する旨の回答

は少数にとどまった。 

【Q21】Q20で「発生した事案はない」以外の回答を行った回答者に対し、処理完了までの平均

的な期間を尋ねたところ、１か月以内とする回答が最も多く、大半の回答が３か月以内であった。 

【Q22】今後残置物処理等の受任者となる旨の依頼があった場合の対応について尋ねた設問で
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は、「受け入れる」（7.1%）、「条件次第で受け入れる」（40.2%）が合計で約５割を占める一方、

「受け入れない」の回答が 8.9％、「現状では何とも言えない」の回答が５割弱であった。 

 
図 21 【Q20】残置物保管の方法 

 
図 22 【Q22】残置物の処理等に係る契約の受任者となる旨の依頼への対応方針 

 
【Q23】モデル条項について使いづらい点を尋ねたところ、最も多い回答は「費用と報酬の回収

の見込みが立たない」（58.2%）であった。次いで多いのは「残置物の処理等に関する契約の中身

がわからない」（44.3%）と、モデル条項の内容を十分に理解できていない層が厚いことが課題と

して読み取れる。このほか「指定残置物リストの作成」が 38.9%、「受任者が確保できない」が

34.1%の割合で挙げられた。「その他」の回答の中には「家主が受任者になれないので、いつ処理

が終わるか分からない。その間、家賃の問題もあるため、一斉に所有権を放棄してもらうといっ

た内容のほうが進めやすいのではないか」「生活困窮者や生活保護世帯は処分費を回収できない

現状があるにもかかわらず、有価物が残っているケースの条項になっている点」といった意見が

挙げられている。 

 
図 23 【Q23】モデル条項による契約の使いづらい点 

 

３-２ 単身高齢者が死亡した場合の対応実態と課題等について 

高齢者等への賃貸借および死亡時の対応の実務に携わる立場から、単身高齢者が死亡した場合

の対応実態と課題等について、以下の通り指摘があった。 
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（１） 身寄りのない独居高齢者の住宅確保に関する課題の現状（伊部委員） 

オーナーや管理会社は高齢者入居に向けて不安を抱えており、その解決が必要である。それは、

以下の５つに大きく分類可能である。 

 
表 13 高齢者入居に係るオーナー・管理会社が抱える不安と取組の現状 

 
 ①について：孤独死保険は様々な商品・サービスに付帯している。それらの活用促進が必要と考

えられる。 
 ②について：早期発見には見守りサービスが活用できる。ただし、通知を受けたとしても現地へ

行き救護を行うことは難しい。あくまでも救護ではなく早期発見を目的としたサービスであるこ

とを共通認識とすることが必要。一方、身寄りのない高齢者の場合、通知の受け手の確保が困難

という課題も残る。 
 ③について：残置物の処理等に関するモデル契約条項については、残置物を保管しなくともよい

ことを契約で確認する、部屋に残った金銭の取り扱いを簡便にする等、使いやすくなることが望

まれる。 
 ④について：生活保護受給者の場合は代理納付制度があるが、年金生活の単身高齢者の場合、緊

急連絡先を確保するなど、家賃債務保証の審査を通しやすくする必要がある。ただ、家賃保証会

社によっては法人が緊急連絡先になることを了承しない場合もある。 
 ⑤について：加齢に伴って生じる心身の問題は、管理会社とオーナーだけでは対応できないため、

相談できる体制をつくることが求められる。 
 

（２） 高齢者にまつわる賃貸トラブル事例と問題点（太田垣委員） 

現行法は賃借人保護の観点が強く、認知症の人が大家や周辺住民に迷惑を掛けるようなことが

あったとしても、当人に賃貸借契約上の権限が残っていると、行政を含め誰もなすすべがない状

況。 

公的なセーフティネット施策はさまざまあるが、本当に支援が必要な人はそうした情報にたど

り着けないという課題もある。8050問題や身寄りのいない高齢者、家族と絶縁状態になった高齢

者に対して、支援が届いていない。そうした方が孤独死した際に、残置物がある場合や、金銭が

住宅内で見つかった場合においては、関係者から相続人への連絡が必要になる等、大変な手間が
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かかる。 

さらに、裁判にて明け渡しの判決が出たとしても、行政書士等が次の入居先を見つける等、対

価のないシャドーワークが多く発生している状況がある。例えば、生命保険を死後事務委任の費

用として使えるようにする等、認知症対応や孤独死を想定した仕組みづくりが求められる。 

 

３-３ 残置物処理に係る課題の整理 

以上に挙げられた現状を踏まえ、高齢者等住宅確保要配慮者の賃貸住宅への居住に係る課題の

うち「残置物の処理等に関するモデル契約条項」に関連する事項について、下表の通り整理を行

った。ただしこれらの課題の中には、モデル条項の解釈によっては解決が見込まれる内容も含ま

れる。モデル条項の解釈および実務上の取り扱いについては後段（４-１（１））で詳述する。 

 
表 14 残置物処理に係る「残置物の処理等に関するモデル契約条項」に関する課題 

 課題 対応策・残課題 

受任者 

 身寄りのない賃借人にとって、解除事務等委
任契約の受任者を見つけることが困難 

 資力がない賃借人にとって、解除事務等委
任契約の委任費用を捻出することが困難 

 管理会社や居住支援法人が引き受けやすくす
ることが望ましく、必要な報酬を得られる環境・
仕組みの整備も重要 

指定残置
物の指定
方法 

 賃借人にとって、残置物の仕分けや、リスト作
成・更新作業が手間 

 入居中、リスト表の内容が変わる場合の見
直しができるようにする必要あり 

 残置物モデル条項の活用しだいで改善が見
込まれる 
➡３－４対応策の方向性 

非指定残
置物の保
管 

 賃貸人にとって、残置物を直ちに処分できな
いため新規の入居者募集ができない 

 賃貸人にとって、残置物の保管が手間（費
用が発生する場合もある） 

金銭  賃貸人にとって、残置物に金銭が含まれてい
た場合の供託手続きが手間 

費用の回
収 

 賃貸人にとって、残置物の処分や原状回復
ための費用負担が大きい 

 賃借人にとって、費用の前払いの負担が大き
い 

 賃借人に配慮しつつ、敷金や預り金の位置づ
けで受け取ることも要検討 

 生活保護受給者の場合は住宅扶助費を充当
できると望ましい 

モデル条項
全般 

 賃貸人にとって、賃借人保護の観点が強く、
実務上使いづらい 

※その結果、賃貸借契約書に特約条項を設け、
残置物の処分や契約の終了に関する  取り決
めをしているケースも見受けられる 

 残置物モデル条項の活用しだいで改善が見
込まれる 
➡３－４対応策の方向性 

 

３-４ 対応策の方向性 

契約の終了時の対応における宅建業者の業務上の課題として、①残置物処理モデル条項が高齢

者賃貸の現場で十分に活用できていないこと、②家賃債務保証会社には補完的なサービスを提供

する会社もあり、家賃債務保証会社と効果的な連携をすることで課題解決の可能性があること、

③賃貸借の相続の問題を解決するためには、終身賃貸借契約の普及・活用が必要であること の

３点を重点課題として抽出した。 

これらの重点課題への対応として、宅建業者による高齢者等への民間賃貸住宅の仲介を促進・

円滑化する観点から、下記の対応策・支援ツールを作成した（次章以降に詳述）。ただし③に関
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しては、直近で法改正が予定されているため、その動向を把握するに留め、普及のための対応策

の検討は来年度以降行うこととした。 

 

表 15 重点課題の抽出と対応 

重点課題 研究会での対応 掲載章 

①残置物処理モデル条項
が高齢者賃貸の現場で十
分に活用できていない 

 モデル条項の解釈の範囲で実現可能な柔軟な運用のあり
方を提示。 

 それに伴う Q&A集の作成。 
 モデル条項の活用を補完するための書式として、意向確認

書（案）、事前説明書（案）、契約の概要（案）、契
約書様式（案）を作成。 

４． 

②家賃債務保証会社との
効果的な連携が必要 

 管理会社が保証会社の商品・サービスを比較選択する場
合のポイントについて整理。 

５． 

③終身賃貸借契約の普
及・活用が必要 

 法改正の動向を踏まえ、来年度以降、残課題の把握・対
応策を引き続き検討。 

６． 

 

４. 対応①：残置物のモデル条項をより使いやすくするために 

４-１ 残置物処理モデル条項の解釈および実務上の取扱い 

前項に示した課題の中には、既往の「残置物の処理等に関するモデル条項」の解釈の範囲内で

解決できる可能性のある事項も含まれる。そこで、「残置物の処理等に関するモデル条項」およ

びその解説コメントに基づき実現可能な対応案について、下記の通り検討した。 

（１） 残置物処理モデル条項の活用に係る解釈の解説 

１） 総論 

① 残置物の処理等に関するモデル条項とは 
賃貸人が契約期間中に賃貸借契約を終了させるためには、賃借人との間で合意解約をし、また

は賃借人に対し解除の意思表示をする必要がある。賃借権は相続の対象となるため、普通建物賃

貸借契約・定期建物賃貸借契約の契約期間中に賃借人が死亡した場合、賃貸借契約は終了せずに、

賃借権は相続人に相続される。したがって、相続人との間で合意解約をし、または相続人に対し

解除の意思表示をすることによってはじめて契約関係が終了することになる。 

また、賃貸借が終了し、賃借人等による任意の明渡が完了しない間に、賃貸物件内の賃借人の

動産類を物件内から運び出し、処分等した場合には、自力救済禁止の法理に抵触し、賃借人に対

する不法行為責任が生じる。したがって、賃借人と連絡を取り、引き取りを要請するか、残置物

の処分等につき同意を得ることが基本となる。そして、賃借人が死亡した場合、残置物について

も相続の対象となるため、相続人を確認し、引き取りを求めるか、処分の同意を得ることが必要

となるところである。 

あらかじめ契約の段階で、推定相続人の一人を連帯保証人や緊急連絡先とすることができれば、

相続人による契約の終了等をすみやかに実施することが可能となり、単身高齢者が死亡した場合

のリスクを回避することができる。 

しかし、賃貸借契約手続きにおいて上記のような推定相続人による対応が困難な場合には、契

約の終了及び残置物の処分につき、賃貸借当事者以外の者にその手続きを委ねる方策が必要とな

る。そこで、令和３年８月に国土交通省及び法務省が、単身の高齢者が住居を賃借する事案にお
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いて、賃借人が死亡した場合に残置物を円滑に処理することができるようにすることで残置物リ

スクを軽減し、賃貸用建物の所有者の不安感を払拭することを目的として作成公表したのが、残

置物の処理等に関するモデル契約条項（以下「モデル契約条項」という。）である。このモデル

契約条項は、60 歳以上の単身高齢者が賃借人となるケースが対象として想定されているところで

ある。 

 
② モデル契約条項は使いにくい？ 
以上のようにモデル契約条項は、令和３年８月に作成公表されたところであるが、公表後２年

以上が経過した現在においても、その活用は進んでいないと言われている（３-１アンケ―ト調

査による）。 

その要因として、ア）モデル契約条項では第三者を受任者とすることが想定されているところ、

なかなか受任者がみつからない点、イ）相続人等に引き渡すことを想定した財産については賃借

人がその旨を指定する「指定残置物リスト」を作成する必要があるところ、当該リストの作成・

記載が面倒である点、ウ）室内に残った小銭等の供託が面倒な点、エ）廃棄予定の動産も３か月

は手が付けられず費用が掛かる点、オ）残置物の処理費用の回収が困難である点などが挙げられ

る。 

しかし、モデル契約条項の解説コメントでは、受任者については管理業者もその任に当たるこ

とができるとされ、指定残置物についてもリストの作成以外に簡便な方法（その中に保管された

動産を廃棄してはならない旨記載したシールを貼った金庫や容器内に動産を保管しておく方法

など）によることも可能とされている。 

さらに、小銭等については処理費用に充当することができ、廃棄予定の動産も未使用の部屋等

に移動し保管する対応も可能である（そもそも保管に適さないものは即時処分が可能とされてい

る）。また、費用については上記のとおり室内に残った金銭を充当したり、賃貸人が第三者弁済

したうえで賃借人から交付されていた敷金から控除することも可能とされているところである。 

 
③ 実務上の取扱いとモデル契約条項の位置づけ 
ところで、賃借人が死亡したときの契約終了や残置物処理については、２割程度の会員が賃貸

借契約書の中に条項を設けて対応しているが、特段何の取り決めをしていないケースが圧倒的に

多い（図 18）。モデル契約条項を使わない場合には、実務ではそのほとんどが相続人や保証人に

対応してもらうとされているが（図 19）、相続人が不明な場合には、処理が困難となり、保証人

の承諾をとるだけで明確に賃貸借契約が終了しないままに賃貸人や管理業者の責任において専

門業者に委託して残置物の廃棄等を行っているという事例も耳にするところである。しかし、そ

のような処理方法は、法律や契約上の根拠がないものであり、相続人から問題を指摘されたとき、

法的にその正当性を主張することはなかなか困難であろう。 

実は、以上のような実務上の処理方法は、モデル契約条項を使用しつつ、解説コメントに示さ

れている方法や考え方を組み合わせた場合とほぼ同じ内容となる。そうすると、モデル契約条項

を活用した対応は、現状において法的リスクを甘受しながらやむを得ず賃貸人や管理業者が行っ

ている対応を、賃借人本人の意思に基づき、契約上の取決めの履行として行うこととなるため、

違法不当と評価されるリスクは著しく軽減されることとなる。 

ここでは、以上のような観点に基づき、モデル契約条項の普及に資することを目的として、モ

デル契約条項及び解説コメント中に記載されている内容をもとに、より実務に沿ったモデル契約

条項等の使い方を検討していく。 
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【ポイント】 

・モデル契約条項は、現状賃貸人や管理業者が実施している処理方法をそのまま実現するもの

である。 

・モデル契約条項を活用することによって、契約に従った賃借人の意思に基づく対応とするこ

とで、賃貸人等が負う法的リスクを軽減することが可能となる。 

 

２） モデル契約条項・解説コメントに基づく対応方法 

（以下、モデル契約条項の各条文を引用する際は、解除事務委任契約のモデル条項については

「解除〇条」、残置物事務委託契約のモデル条項については「残置物〇条」、解除事務及び残置

物事務を同一の者に委任する契約のモデル条項については「一体型〇条」と記載し、解説コメン

トを引用する際は、「モデル契約条項 P〇」と記載する。） 

 

① 受任者について～管理業者 
モデル契約条項では、解除事務受任者及び残置物処理受任者のいずれについても、「まずは賃

借人の推定相続人のいずれかにするのが望ましく、その上で、推定相続人の所在が明らかでない、

又は推定相続人に受任する意思がないなど推定相続人を受任者とすることが困難な場合には、居

住支援法人や居住支援を行う社会福祉法人のような第三者を受任者とすることが望ましいと考

えられる。」とする。そのうえで、賃貸人を受任者とすることは避けるべきとしつつ、「賃貸人

から委託を受けて物件を管理している管理業者が受任者となることについては、直ちに無効であ

るとはいえないものの、賃貸人の利益を優先することなく、委任者である賃借人（の相続人）の

利益のために誠実に対応する必要がある。」とされている（モデル契約条項 P2/P7）。 

以上のように、モデル契約条項では、①推定相続人、②居住支援法人等、③管理業者の順で、

受任者となる資格を有する者を指定している。相続人がいなかったり、相続人の所在が不明であ

る賃借人の場合、居住支援法人等が受任者となることが理想的であるが、60歳以上の単身高齢者

が賃借人となるケースの数に比して、居住支援法人等がすべて対応することは、少なくとも現状

では困難であると考えられる。そうすると、賃借人の利益のために誠実に対応する限りにおいて、

管理業者が受任者となることは、きわめて実践的かつ有効な対応であると考えられる。 

なお、モデル契約条項で想定している管理業者は、賃貸人の委託により当該物件を管理する管

理業者であるが、これについては利益相反の観点から許されないのではないかとの疑念もありう

る。しかし、一般的に管理業者は、賃貸人の委託に基づき「物件の維持管理」や「家賃等の収納」

（以下まとめて「管理業法上の管理業務」という）を行うほか、賃借人の入居時、契約期間中及

び契約終了時のすべての場面において、賃貸借関係の適正化のために様々な業務（以下「契約管

理業務」という）を行っている。このうち契約管理業務については、賃貸人の利益のみならず、

賃借人の利益にも十分に配慮して行うことが求められ、かつ、当該業務の中には、居住者間トラ

ブルに係る苦情処理業務のように実質的には賃借人の委託に基づき行われるものもある。賃貸住

宅管理業法も、法の目的として「賃貸住宅の入居者の居住の安定の確保」もうたい（管理業法１

条）、同法 10条の業務処理の原則(信義を旨とし誠実に業務を行わなければならない)に係る解釈

運用の考え方において、「常に賃貸住宅のオーナーや入居者等の視点に立ち、業務に誠実に従事

することで、紛争等を防止するとともに、賃貸借契約の更新に係る業務、契約の管理に関する業

務、入居者への対応に関する業務のうち・・維持保全には含まれないものなど、法第２条第２項
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に定める業務以外の賃貸住宅の管理業務を含め、賃貸住宅管理業の円滑な業務の遂行を図る必要

がある」としているところであって（解釈運用の考え方第 10条関係）、賃貸住宅管理業法は、管

理業者について、賃貸人のみならず、賃借人など入居者等の視点にも立ち、賃借人等の利益のた

めにも業務を行うべきことを当然の前提としていると評価することが可能であろう。 

そうすると、賃借人が死亡した場合の賃貸借関係の適正な処理に関し、当該物件の管理業者が

賃借人（その相続人）の意思に従い受任者となることは、契約管理業務に付随する業務として認

められ得るものであり、契約管理業務の本質からすれば、（少なくとも実質的には）利益相反に該

当するとは言えないと考えるべきであろう。 

 

② 指定残置物の指定方法について～指定残置物箱方式 
指定残置物の指定方法について、モデル契約条項では、①指定残置物のリストに掲載する方法、

②廃棄してはならない物であることを示す指標を貼付するなど、当該動産が指定残置物であるこ

とを示す適宜な措置をする方法、の２つの方法が規定されている（残置物４条１項）。 

しかし、指定残置物リスト方式（①）であっても、指定残置物のリストを作成し更新する方法

のほか、「特定の金庫や容器内に保管された動産について廃棄してはならない旨をリストに記載

しておき、その金庫や容器内に動産を保管しておくことでも差し支えない」とされている。また、

それ以外の方式（②）であっても同様に、「（例えば、当該金庫や容器にシールを貼って、そこ

にその中の動産を廃棄してはならない旨記載することにより）明示した上でその金庫や容器内に

動産を保管しておくことなどが考えられる。」としている（モデル契約条項 P12。以下これを「指

定残置物箱方式」という。）。 

指定残置物として残しておく財産が少ない者については、より簡便な方法として、この指定残

置物箱方式を活用し、小さな段ボール等に指定残置物を入れてもらうことにすれば、契約時のリ

スト作成やリストの更新に係る賃借人の手間を省くことができ、かつ、受任者においても指定残

置物の探索が容易となろう。 

 

③ 非指定残置物の保管について～保存に適さないものの即時廃棄・別の場所での保管 
残置物モデル条項では、非指定残置物については、「受任者は、委任者の死亡から【３か月】

が経過し、かつ、本賃貸借契約が終了したときは、非指定残置物（保管に適さないものを除く。）

を廃棄するものとする。ただし、受任者は、換価することができる非指定残置物については、で

きるだけ、換価するよう努めるものとする。」としている一方で、「受任者は、委任者が死亡し

たときは、非指定残置物（保管に適さないものに限る。）を廃棄するものとする。」としている

（残置物６条１項・２項）。 

したがって、受任者は、まずは「保管に適するもの」と「保管に適さないもの」（モデル契約

条項Ｐ17）に分け、後者については即時に廃棄することになる。 

一方前者については、最低３か月間保管し、その間に相続人から引き取り等の要請があったと

きは、委任者の意思に基づき引き渡すなどの処理をし、「その価値等に照らして、廃棄すること

が適切ではないと思われるもの（例えば、高価な宝石や衣服など）」については換価するよう努

力したうえで（換価代金は相続人に返還。ただし後述のように処理費用に充当することも可能）、

最低３か月の経過後に廃棄することになる。 

なお、この場合の保管は、そのまま賃借人の居室内に残しておく方法のほか、あらかじめ、現

在未使用の部屋等を残置物保管室などとして用意しておき、そちらに移動させて保管することも

可能である。 
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また、非指定残置物の処理全般について、「一般的なリサイクル業者等に換価の可否を査定して

もらうなどのように、取引通念からみて相当な方法で換価するという実務が考えられる。物件内の動産全

体を見積もってもらい、換価できるものは換価し、廃棄するものも含めて引取ってもらうという

ような実務も考えられる」ともされている（モデル契約条項 P16）。       

指定残置物・金銭以外＝非指定残置物 

  ↓ 

保管に適さないものの廃棄 

  ↓ 

換価可能なものは換価～代金は費用に充当・相続人に返還 

  ↓ 

それ以外は【３か月】保管～保管庫への移動も可 

  ↓ 

廃 棄 

 

④ 金銭について～残置物等処理費用に充当 
残置物モデル条項では、受任者は、指定先への送付が不可能・困難な指定残置物を換価した代

金（残置物７条１項但書）や非指定残置物を換価した代金（残置物６条１項但書）、本物件内に

あった金銭については、委任者の相続人に返還するものとしている（残置物８条１項・一体型 12

条１項）。そして、これらにつき「相続人の存否や所在が明らかでなく、受任者がこれを過失な

く知ることができないときは、供託することになると考えられる。」としている（モデル契約条

項 P19）。 

その一方で、受任者は、上記の金銭について、「本契約に基づく委任事務を処理するのに必要

と認められる費用及び利息」に充当した上で、その残額を、委任者の相続人に対し返還すること

ができるものとしているところである（残置物 10条２項・一体型 12条２項）。 

したがって、残置物の処理等に費用を拠出した受任者は、物件内に残っていた金銭等を当該費

用に充当し、その残額を相続人に返還する（相続人の存否等が不明なときは供託する）といった

取扱いも可能とされる。    

物件内の金銭・換価代金 

  ↓ 

残置物処理等の費用に充当 

  ↓ 

相続人に返還 

（相続人の存否等不明な場合） 

  ↓ 

供 託 

 

⑤ 処理費用等の回収について～金銭・換価代金による充当・敷金との相殺・前払 
モデル契約条項では、「委任者は、本契約に基づく委任事務を処理するのに必要と認められる

費用を支出したときは、委任者の相続人に対し、その費用及びその支出の日以降の利息の償還を

請求することができる」としている（残置物 10条１項・一体型 12条１項）。 

ただし相続人に請求する以外の方法として、物件内に残っていた金銭や指定残置物・非指定残

置物を換価した代金を充当する方法（残置物 10条２項・一体型 12条２項・上記（４）参照）や、
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賃貸人が代わりに受任者に費用を支払い（第三者弁済）、その求償権と、賃借人（の相続人）へ

の敷金返還債務とを相殺する方法もあり（モデル契約条項 P21）、さらには、あらかじめ委任者

である賃借人から費用の前払を受けておく（ただし賃借人が生前に物件から退去したときは返還

する）ことも可能であると解される（民法 649条）。 

 
表 16 ポイントの整理 

 原則的な方法 解説等が認める実践的な方法 
受託者 推定相続人・居住支援法人 管理業者 
指定残置物の指定方法 リストの作成・ 

個々の動産へのシールの貼付 
指定残置物箱方式 

非指定残置物の保管 ３か月 保管に適さないものは即時処分 
別室に移動し保管 

金銭 供託 処理費用に充当 
費用の回収 相続人に請求 物件内に残った金銭等を充当 

第三者弁済と敷金による精算 
費用の前払 

  

（２） 残置物の取扱いに係るケーススタディ 

前項に解説した解釈について、以下、４つの具体的なケースについて、契約時及び賃借人死亡

時の対応方法を検討するケーススタディを行った。これらのケースのうちモデル条項が有効と解

されるのはケース２）～４）であり、また、最も必要とされるのは、４）に示す「相続人不明か

つ財産がほとんどない」ケースであると考えられる。 

 

１） Ａさん 相続人あり 

【契約時】 

・普通建物賃貸借契約か、定期建物賃貸借契約（優先再契約交渉権付与）により契約をする。 

・推定相続人を連帯保証人や緊急連絡先とする。 

・有価値の財産については、遺言や信託を活用する。 

【賃借人死亡時】 

・相続人に対応を依頼し、相続人により賃貸借契約を解除する。 

・残置物の処理も相続人に依頼する。 

（ただし遺言書記載の内容は遺言執行人による対応となる。） 

※モデル契約条項を活用する場合は、推定相続人の一人を受任者とし、モデル契約条項に従っ

た対応をする。 

 

２） Ｂさん 相続人不明・相当の財産あり 

【契約時】 

・普通建物賃貸借契約か、定期建物賃貸借契約（優先再契約交渉権付与）により契約をする。 

・モデル契約条項を活用する。ただし有価値の財産については遺言（遺贈）や信託を活用する。 

・敷金を高めに設定する（非指定残置物の廃棄までの賃料相当分を考慮）。 
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・残置物処理費用は、委任契約時に前払いする（死亡によらずに退去したときは返還する）。 

【解除事務委任契約等の内容】 

・地域の居住支援法人等（見つからなければ管理業者）を受任者とする。 

・指定残置物はなし（遺言書等で別に対応）。 

・費用は前払とし、不足分は敷金との相殺・室内に残っている金銭等で充当する。 

【賃借人死亡時】 

・解除事務受任者により賃貸借契約を終了する。 

・残置物の処理は残置物事務受託者による対応する。ただし遺言記載の内容は遺言執行者によ

り対応してもらう。 

・指定残置物となるべきものは遺言により対応されるので、それ以外の残置物は非指定残置物

として、保存に適さないと評価されるものは即時廃棄し、それ以外は３か月経過後廃棄する。

ただし有価値のものは換価のうえ費用に充当し、残額を供託する。 

・金銭は処理費用に充当し、残額を供託する。 

・敷金は、他の債務とともに費用の不足分を充当後、供託する。 

 

３） Ｃさん 相続人不明・若干の財産あり 

【契約時】 

・家賃債務保証業者を活用する。 

・保険、見守りサービスを活用する。 

・普通建物賃貸借契約か、定期建物賃貸借契約（優先再契約交渉権付与）で契約する。 

・モデル契約条項を活用する。 

【解除事務委任契約等の内容】 

・地域の居住支援法人等（見つからなければ管理業者）を受任者とする。 

・指定残置物は、個別にリスト・シールの貼付により指定する。 

・費用は前払で対応し、不足分は敷金との相殺や室内に残っている金銭等で充当する。 

【賃借人死亡時】 

・解除事務受任者により賃貸借契約を解除する。 

・残置物の処理は、残置物事務受託者により対応する。 

・指定残置物は指定に従い送付し、それ以外の非指定残置物につき、保存に適さないと評価さ

れるものは即時廃棄し、それ以外は保管室等に移動して３か月経過後廃棄する（有価値のも

のは換価のうえ費用に充当し、残額を供託する）。 

・金銭は費用に充当し、残額を供託する。 

・敷金は、他の債務とともに費用の不足分を充当後、供託する。 

 

４） Ｄさん 相続人不明・ほとんど財産なし 

【契約時】 

・家賃債務保証業者を活用する。 

・保険、見守りサービスを活用する。 

・普通建物賃貸借契約か、定期建物賃貸借契約（優先再契約交渉権付与）で契約する。 

・敷金を高めに設定し、残置物処理費用と敷金との相殺のための条項を設ける。 

・モデル契約条項（一体型）を活用する。 
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【解除事務等委任契約の内容】 

・管理業者を受任者とする。 

・指定残置物は、残置物箱方式により指定する。 

※残置物箱に入っていないものは非指定残置物として処理するため、定期的に、残しておきた

いものは残置物箱中に保管するよう要請する。 

・費用は敷金との相殺により回収する。 

【賃借人死亡時】 

・受任者により、賃貸借契約を解除する。 

・残置物の処理も、受任者により対応する。 

・指定残置物は指定に従い送付し、それ以外の非指定残置物につき、保存に適さないと評価さ

れるものは即時廃棄し、それ以外は保管室等に移転して３か月経過後廃棄する。 

（有価値のものは換価のうえ費用に充当する） 

・金銭は費用に充当する（残額が生じた場合には供託する）。 

・敷金は、他の債務とともに費用の不足分を充当する（残額が生じた場合には供託する）。 

 

（３） 実務上の取り扱いに係るＱ＆Ａ 

（１）に示した解釈の内容について、宅建業者等が実務上の取り扱いを理解しやすいよう、

下記の通り Q&Aを作成した。 

Q1 管理業者が受託者となることに制限はあるのか。 

A1 モデル契約条項では、①推定相続人、②居住支援法人等、③管理業者の順で、受任者とな

る資格を有する者を順番に指定しています。推定相続人がいなかったり（①が×）、居住支

援法人等による対応が困難な場合（②も×）には、賃借人の利益のために誠実に対応する限

り、管理業者が受任者となることは、特段の制限なく許容されているところです。 

また、この場合の管理業者について特別の要件（賃貸住宅管理業法に基づく登録業者であ

ることなど）は求められていませんが、例えば賃貸不動産経営管理士（倫理規程で中立性が

うたわれています）などを担当者にするなど、「賃借人の利益のために誠実に対応する」と

の要請を満たしていると客観的に評価されるような対応が望ましいでしょう。 

 

Q2 契約で定めた方法により指定残置物として指定されていないものは、非指定残置物として

処理してよいか。 

A2 モデル契約条項では、金銭以外の動産については、指定残置物リストへの記載等により指

定残置物とされたものを除き、「非指定残置物」となり、委任者の意思に基づき廃棄するこ

とが基本的な処理方法となります。 

なお、委任者が実際は指定残置物として指定するつもりであったところ、その指定がなさ

れていない（指定残置物リストへの記載漏れなど）ものを受任者が非指定残置物と信じて廃

棄等をした場合であっても、受任者に過失がない限り、委任者（の相続人）に対する債務不

履行責任や当該動産の所有者に対する不法行為責任は負わないものと解されます。 

解説コメントでも、当該動産が遺贈の対象や他人が所有するものであった場合でも、その

ことを「受任者が過失なく知らなかった場合には、受贈者や所有者に対する不法行為責任は

生じないと考えられる。」としています（モデル契約条項 P13）。 

また、モデル契約条項では、相続人との関係も配慮して、換価可能なものは非指定残置物

であっても換価して代金を相続人に返還することを努力義務としていますが、この取扱いに
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ついても、解説コメントでは「どんなに少額であっても換価代金が（換価のための）費用を

上回る限り換価しなければ債務不履行になるとはいえない」としているところです（モデル

契約条項Ｐ16）。 

 

Q3 指定残置物の指定につき、リスト作成等以外の方法があるか。 

A3 指定残置物の指定方法について、モデル契約条項では、①指定残置物のリストに掲載する

方法のほか、②廃棄してはならない物であることを示す指標を貼付するなど、当該動産が指

定残置物であることを示す適宜な措置をする方法を採用することでも構わないこととしてい

ます（残置物４条１項。なお、①と②とに優先順位はありません。委任者の意思に基づきど

ちらを（または両者を）選択することも可能です）。 

また、指定残置物リスト方式（①）であっても、動産を特定して指定残置物のリストを作

成し更新する方法のほか、「特定の金庫や容器内に保管された動産について廃棄してはなら

ない旨をリストに記載しておき、その金庫や容器内に動産を保管しておくことでも差し支え

ない」とされているところです。 

 

Q4 非指定残置物は、最低３か月は手をつけられないのか。 

A4 モデル契約条項では、非指定残置物を「保管に適するもの」と「保管に適さないもの」と

に分け、前者については最低３か月保管する必要があるとする一方で、後者（食料品など３

か月間保管することができないもの）については即時に廃棄することとしています。 

したがって、実務的には、非指定残置物につき、まずは保管に適さないものを分けて廃棄

し、残った「保管に適するもの」について、３か月間保管しておくことになります。ただし、

この場合の「保管」は賃借人が住んでいた居室内にそのまま置いておかなければならないわ

けではなく、現在使用していない部屋などを残置物保管室として用意しておいて、そちらに

移動して保管しておくことも可能とされています（残置物９条３項）。 

 

Q5 室内から金銭がみつかった場合、相続人が判明しないと必ず供託しなければならないのか。 

A5 残置物モデル条項では、本物件内にあった金銭については、委任者の相続人に返還するも

のとし（残置物８条）、相続人の存否や所在が明らかでなく、受任者がこれを過失なく知る

ことができないときは、供託することが想定されています（モデル契約条項 P19）。しかし、

委任事務処理費用が発生している場合には、その金銭を費用及びその利息に充当することが

できる（その残額を供託等する）ともしています（残置物 10条２項）。 

したがって、実務上は、まずは残置物の処理等の費用に充て、その残額を供託するという

取扱いも考えられるでしょう。 

 

Q6 残置物の処分等に要した費用はどのように回収すればよいのか。 

A6 モデル契約条項では、以下の方法を想定しています。 

① 相続人への請求（残置物 10条１項） 

② 物件内に残っていた金銭や指定残置物・非指定残置物を換価した代金を充当する（残置

物 10条２項） 

③ 賃貸人が代わりに受任者に費用を支払い（第三者弁済し）、その求償権と賃借人（の相

続人）への敷金返還債務とを相殺する（モデル契約条項 P21） 

④ あらかじめ委任者である賃借人から費用の前払を受けておく（民法 649条）。 
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※このうちの③④については、あらかじめ費用の概算をしておき、それに見合う金銭を委

任者である賃借人に用意してもらうことが必要となります。 

 

Q7 賃貸借契約書に、残置物処理に関しての特約を入れて対応することは問題があるか。 

A7 賃貸人が処分等をする旨定めることは、過去の裁判例にかんがみれば、賃借人が任意に明

渡しをしたのちの残置物に関する場合以外は、公序良俗に反し無効とされる可能性がありま

す。賃借人の死亡の場合には賃借権及び残置物の所有権が相続されるため、同様に、相続人

との間で賃貸借契約を解除し、相続人の同意のうえ残置物を処分等できるのが原則です。ま

た、モデル契約条項は、利益相反の関係から、賃借人が受任者となることは避けるべきであ

るとしています。したがって、一般的に賃貸借契約書において賃貸人が残置物の処分等でき

る旨を定めることは問題があると言えましょう。仮に賃貸借契約書中に賃貸人が残置物の処

分等ができる旨の特約するのであれば、実質的に利益相反に当たらないと評価できる場合、

例えば賃借人の相続人が既に自宅を保有しているなどにより賃借権を相続する意向のないこ

とが客観的にも明らかであるような場合で、残置物の取扱いにつき相続人の意向も確認でき

るときに限り、以下のような規定とすることが考えられます。 

（特約案） 

賃借人は、本件契約の期間中に賃借人が死亡し、本件契約が終了することを停止条件とし

て、室内の残置物の処分（第三者（賃借人の相続人を含む）への送付等を含む）を賃貸人に

委託するものとする。この場合において、賃貸人が残置物を処分するに当たっては、相当な

方法により賃借人の相続人の意向を確認するものとする。残置物の処分に要する費用は、賃

借人及びその相続人の負担とする。 

 

４-２ 残置物処理モデル条項の活用を補完するための書式（案） 

前項に示した通り、モデル契約条項は解釈・運用の工夫により、賃借人死亡時の契約解除及び 

残置物処理に有効に活用できるものであるが、賃貸借の現場においては認知度が低く、十分活用

されていない課題がある。現場における活用の阻害要因のひとつとして、モデル契約条項本体だ

けでは内容が複雑で、契約締結時に賃借人となる高齢者自身（＝契約当事者）が契約内容を理解

しづらいことが挙げられる。また、委任者（＝賃借人）の明確な意思により委任契約が締結され

ることが重要であることから、委任者が契約内容を正確に理解できるよう説明を行う必要がある。 

そこで、高齢者への賃貸住宅斡旋において宅建業者がモデル契約条項の活用を勧める際の支援

ツールとして、「残置物処理モデル条項の活用を補完するための書式」（案）を以下の通り作成

した。 

これらの書式をモデル契約条項とセットで活用することにより、モデル契約条項の内容を賃借

人に対して円滑に伝えることができ、モデル契約条項の活用促進に寄与することが期待される。 

 

（１） 来店時における荷物の取扱い等に関する意向確認確認書（案） 

単身高齢者等に賃貸住宅を斡旋するにあたり、相続人の有無や、賃借人死亡時の契約解除、残

置物の取り扱い等に関し、入居相談時における荷物の取扱い等に関する賃借人の意向を簡易に確

認するためのツールとして、意向確認書（案）を作成した（図 24）。本確認書を活用することで、

死亡時の賃貸借契約解除や残置物処理が円滑になされないと賃貸人に負担がかかることについ

て賃借人への理解を促すとともに、モデル条項を活用することの要否判断および合意形成に役立

てることができる。 
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（２） モデル条項契約の趣旨の理解を支援する「事前説明書」（案）と「契約書の概要」（案） 

モデル条項をベースとした委任契約の締結に先立ち、モデル契約条項を知らない賃借人に向け

て趣旨を説明するためのツールとして、契約主旨を簡潔な表現で記載した事前説明書（案）を作

成した（図 25）。 

また、モデル契約条項を活用した解除関係事務委任契約および残置物関係事務委任契約を締結

するにあたり、契約条項のポイントを極力簡潔でわかりやすい表現で要約し、契約当事者に理解

を促すためのツールとして、事前説明書と一体をなす契約書の概要（案）を作成した（図 26）。 

 

（３） 「残置物の処理等に関する契約書」（案） 

モデル契約条項に含まれる、解除関係事務委任契約と残置物関係事務委任契約の２つの契約内

容を、１つの契約書にまとめた契約書様式（案）を作成した（図 27）。内容は、一体型のモデル

契約条項をもとに、当事者がより分かり易いよう一部表現を見直した。なお、報酬に関しては、

モデル契約条項においても特約として盛り込むことは否定していないと解されるため、特約で定

める場合の例示を行っている。 

 

４-３ 残置物処理モデル条項の活用を補完するための書式（案）のユースケース 

以上に示した（１）～（３）のツールの利用については、以下のユースケースを想定してい

る。 

●（１）～（３）のツールの利用例 

１ 顧客の来店時、入居者情報シートを作成する際に（１）「入居相談時における荷物の取

扱い等に関する意向確認書」に記入してもらう。 

２ （１）の記入情報をもとに、解除関係事務委任契約及び残置物関係事務委任契約の必要

性を判断する。必要な場合は（３）残置物の処理等に関する契約書案を作成する。 

３ 宅建業者が委任契約の締結に関与するときは、賃貸借契約に先立ち、（２）「事前説明

書」及び「契約書の概要」を用いて、契約の内容等を説明して受任者との間で（３）によ

り残置物の処理等に関する契約を締結する。 
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図 24 「入居相談時における荷物の取扱い等に関する意向確認書」（案） 
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図 25 「残置物の処理等に関する契約 事前説明書（借主用）」（案） 
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図 26 「残置物の処理等に関する契約書の概要」（案） 
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図 27 「残置物の処理等に関する契約書」（案） 
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４-４ 残置物処理に関する今後の法改正の動向 

令和６年３月８日閣議決定「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等

の一部を改正する法律案」（以下、改正法案）において、居住支援法人による残置物処理を推進

するため、居住支援法人の業務として、入居者からの委託に基づく残置物処理を追加することが

検討されている。 

※改正法案に関する概要は後段（７.、p.55）に記載している。 
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５. 対応②：家賃保証会社の活用の可能性 

５-１ 保証会社を選択するにあたってのチェックポイントの整理 

入居者の死亡前後に発生し得る課題と対応策について、賃貸借契約解除の前後に分け、課題と

対応策を整理した（図 28）。 

賃貸借契約解除前においては、入居中の家賃の滞納や、入居者が死亡してから賃貸借契約を解

除するまでの家賃が回収できないケースが想定される。この背景には、入院や介護施設への入所

等、入居者の状況変化によって居所が変わる場合に、大家や管理会社にその事実が知らされない

という実態がある。 

賃貸借契約解除以後においては、残置物の処分や残置物の管理に係る費用、死亡して長期間見

つからなかった場合などの特殊清掃費用などの原状回復費用の負担や、次の募集までに賃料収入

が見込めないことによる負担が考えられる。これらの負担軽減のための対応策として、①入居期

間中の見守りサービスの導入、①モデル契約条項の活用、②敷金の金額を調整する（増やす）こ

とが考えられるが、その際、家賃保証会社のサービスを利用することで、原状回復費用、空室期

間の賃料、残置物処理費用を補填する方法も有力な手段になる（国交省の調査では賃貸借契約の

約８割が利用（図 30参照））。 

 
図 28 入居者の死亡前後に発生し得る課題と対応策 

 
しかし、家賃保証会社のサービス内容は各社まちまちであり、必要なサービスが提供されない

こともある。そこで、大家や管理会社が家賃保証会社を選択する上で比較する際のポイントにつ

いて、下図のとおり整理した（図 29）。まず、財務の健全性を中心とした信頼性、次に保証範囲

（保証内容）や保証金額。特に保証範囲に関して、住宅確保要配慮者が賃借人となる場合におい

ては、原状回復費用に限らず、賃借人が室内で死亡した場合の「家賃損失」や「残置物処理費用」、

早期発見に向けた「見守りサービス」※を保証の対象としているかどうかの確認が必要だ。さら

に、連帯保証人の要否や保証の終了についての免責事項など、保証の条件も重要なチェックポイ

ントとなる。 
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※ 見守りサービスの例として、電力使用状況による異変検知、安否確認、緊急連絡先への状況

連絡、SIM 内蔵の電球による異変検知：緊急連絡先への通知、緊急連絡先からの依頼による運送

会社の訪問、トイレのドアセンサーによる異変検知→ 警備員による駆けつけ 等が挙げられる。 

 
図 29 家賃保証業者が提供する商品を比較検討する際のポイント 

 

５-２ （参考）家賃債務保証の概要と利用状況 

家賃債務保証業とは、賃借人の委託を受けて、当該賃借人の家賃の支払いに係る債務を保証す

ることを業として行うものである。賃貸借契約の 80％が何らかの保証を求めており、家賃債務保

証会社を利用している。近年、高齢単身世帯の増加や人間関係の希薄化等を背景として、家賃債

務保証会社の利用が増加している。 

 

 
図 30 家賃債務保証の概要と利用状況 

（出典：国土交通省「第 4 回家賃債務保証の情報提供等に関する検討会（配布資料 3）」） 
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５-３ 家賃保証に係る今後の法改正等の動向 

令和６年３月８日閣議決定「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等

の一部を改正する法律案」（以下、改正法案）において、家賃債務保証業者の認定制度の創設が

検討されている。住宅確保要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者（認定保証業者）を国土交

通大臣が認定し、(独)住宅金融支援機構の家賃債務保証保険を活用できるようにする制度を創設

することで、要配慮者への保証リスクを低減し、要配慮者への賃貸住宅提供促進を図ることが目

指されている。 

併せて、改正法案において創設が検討されている「居住サポート住宅」認定制度に関しても、

居住サポート住宅に入居する要配慮者に対して、認定保証業者が家賃債務保証を原則引受けるこ

とが目指されている。 

※改正法案に関する概要は後段（７.、p.55）に記載している。 

 

なお、モデル契約条項の活用を促進するためには、受任者となる資格を有する者を相当数確保

する必要があり、家賃債務保証業者もその候補の一つとして考えられる。しかし家賃債務保証業

者は、賃借人に代わって賃貸人に賃料等の支払いをしたとき、賃借人との間で直接の債権者（求

償債権者）となることから、管理業者以上に、利益相反等の問題が生じる。家賃債務保証業者を

受任者とするためには、利益相反関係に立たないとする合理的根拠や、賃借人（の相続人）の立

場で残置物の処理等を行う立場にあると評価できる客観的要件などを検討する必要があろう。 
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６. 対応③：終身建物賃貸借の活用における課題と対応策 

６-１ 終身建物賃貸借の活用における課題について 

これまで見てきたように、高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋については契約の終了が大きな

課題である。 

契約の終了方法を円滑に行うための方策として以下の方法が考えられる。 

（１） 解除関係事務委任契約の活用 

４章に示した、モデル条項に基づく解除関係事務委任契約（図 27 「残置物の処理等に関する

契約書」、p.41）を活用することで、賃借人死亡時に受任者が解除事務を行うことができる。 

（２） 普通建物賃貸借における解約申入れ 

普通建物賃貸借における賃借人が賃貸住宅を借りる権利、すなわち「借家権」は、賃借人が死

亡しても消滅せずその相続人に承継される（民法 896条）。仮に賃貸借契約において「賃借人が

死亡したら賃貸借は終了する」という特約を設けようとする場合は、正当事由の具備が必要とな

り、賃借人死亡時に相続人が賃貸住宅の賃借権を相続しないことが明らかであることを明確に示

す必要がある。 

（３） 定期建物賃貸借契約の活用 

定期建物賃貸借は「期間の定めがある建物の賃貸借」であり、確定期限を定める必要があるこ

とから、「賃借人が死亡するまで」（不確定期限）を契約期間とすることはできない（借地借家

法 30条）。定期建物賃貸借契約における対応策としては、短期の定期建物賃貸借契約を繰り返す

ことにより、賃借人の死後、短期間で期間満了を迎え契約を終了することができるようにする方

策が考えられる。 

（４） 終身建物賃貸借契約の活用範囲の拡大 

終身建物賃貸借契約は、賃貸借の契約期間を具体的に定めず、賃借人が死亡するまでの契約と

することができる。賃借人が死亡しても借家権は相続人に承継されない（高齢者の居住の安定確

保に関する法律 52条）。ただしバリアフリーをはじめとするハード面の認可基準があり、一般的

な普及はまだ進んでいない。 

さらなる普及促進を図るためには、認可基準の緩和や、認可に代わる賃借人保護に資する要件

等を検討する必要性があると考えられる。なお、認可手続きの簡素化に関する最新の法改正の動

向については後述する（６-３、p.54）。 
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表 17 賃借人死亡時の契約解除についての論点 

（１）解

除事務委

任契約 

 モデル条項に基づく解除関係事務委任契約を締結しておくことで、受任者が契約
解除関係の事務にあたることができる（参照：４-２、p.34） 

（２）普

通建物賃

貸借 

 賃借人が賃貸住宅を借りる権利「借家権」は賃借人が死亡しても消滅せずその相
続人に承継（民法 896条） 

 「賃借人が死亡したら賃貸借は終了する」という特約は、相続人に承継されるべ
き賃貸借を正当な事由もなく終了させるものとして、無効と考えられる可能性が
高い 

⇒正当事由の具備が検討される必要性 

（３）定

期建物賃

貸借 

 定期建物賃貸借は「期間の定めがある建物の賃貸借」であり、確定期限を定める
必要があることから、「賃借人が死亡するまで」（不確定期限）を契約期間とする
ことはできない（借地借家法 30条） 

（４）終

身建物賃

貸借 

 賃貸借の契約期間を具体的に定めず、賃借人が死亡するまでの契約となる。賃借
人が死亡しても借家権は相続人に承継されない（高齢者の居住の安定確保に関す
る法律 52条） 

 また、バリアフリー基準等があり、終身建物賃貸はほとんどがサ高住となってお
り、一般化がなされていない。 

⇒認可基準の緩和もしくは、認可に代る借主保護のあり方を検討する必要性 

 

以上に示した（１）～（４）のうち、（１）解除関係事務委任契約の活用を除くと、（４）終

身建物賃貸借を活用することが、法令上の課題が少なく合理的であると考えられる。そこで、終

身建物賃貸借契約を活用するにあたりどのような課題があるのかについて把握するため、全宅連

会員向けアンケート調査を行った。調査結果を次項に示す。 

 

６-２ 終身建物賃貸借契約の活用状況に係る全宅連会員向けアンケート調査結果 

前述（１-３（１）３）、p.5）の全宅連会員向けアンケート調査において、終身賃貸借契約

の活用状況について尋ねる設問を設けた。調査結果は下記の通り。 

（１） 調査概要（再掲） 

調査の目的：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」などの業務の実態把握を目的とする 

調査期間：2023 年８月１日～８月 31日 

調査対象：全宅連ハトサポメンバー 

調査方法：インターネットによるアンケート調査 

調査内容：「残置物の処理」及び「終身建物賃貸借」の業務について 

回答数：1,644票 

※以下に示す調査結果のうち、構成比は小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が

100%とならない場合がある。 

 

（２） 終身建物賃貸借契約の活用状況に関する回答結果（Q24～Q32） 

※単身高齢者への住宅斡旋の現状および斡旋を阻害する要因に関する回答結果（１-３（１）

３）、賃借人死亡時の契約終了の対応、残置物モデル条項の活用状況等に関する回答結果（３-１、
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p.15）p.5）は前段に記載。 

 

【Q24】終身建物賃貸借を「知っていた」とする回答は全体のわずか 16.5%にとどまる（図 31）。

制度活用を阻害する制度上の諸課題に先立つ課題として、認知度の低さが浮き彫りとなった。 

【Q25】終身建物賃貸借を「知っていた」と回答した回答者に、終身建物賃貸借制度を活用した

物件を扱った実績の有無を尋ねたところ、「大家が認可を受けた物件を扱った」（2.6%）、「自

社物件で認可を受けて契約した」（1.5%）の合計で全体の 4.1%とごくわずかにとどまる（図 32）。 

 
図 31 【Q24】終身建物賃貸借の認知度 

 
図 32 【Q25】終身建物賃貸借制度を利用した物件の取扱実績 

 
【Q26】終身建物賃貸借制度により、高齢者に対する斡旋の不安は緩和されると思うかどうかを

尋ねた設問では、59.5%が不安が緩和されると思うと回答した（図 33）。 

【Q27】一方、不安が緩和されると思わないと回答した 40.5%の回答者にその理由を尋ねたとこ

ろ、「規制が厳しく、契約当事者の自由意思にそぐわない」「知事の認可やバリアフリー対応な

ど、対応に手間・費用が掛かるため」「営利として成り立つのか」といった、制度上の規制・コ

ストの負担や営利性に関する意見や、「大家が受け入れない」という意見もみられた。そのほか

に「認可を受けられる物件を生活困窮者が借りられない」「死亡前の闘病期間中の家賃に対する

保証がない」といった課題も指摘された（表 18）。 

 
図 33 【Q26】終身建物賃貸借により高齢者に対する斡旋の不安の緩和 
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表 18 【Q27】Q26 で終身建物賃貸借により、高齢者に対する斡旋の不安は 
緩和されると「思わない」と回答した理由（自由回答を一部抜粋） 

市場にニーズは、存在している。しかし本制度は、規制がうるさい。従って高齢者を守るつも

りで実は、守っていない。もっと契約当事者の自由意思に任せる形にしないと普及しない。 

貸主が手続き（知事の許可）をしないといけないし、バリアフリーなどを行わないといけない

ため、現実的には貸主はお金が掛かったり、面倒なことをしないため。 

営利として成り立つのだろうかと感じます。制度やスキームを順守しても、ボランティア活動

となるのではないかと感じます。営利を求めればグレーになる。上塗り付け焼刃の改正等が目

に見える。何より成功事例エビデンスやルーティン化が整っていない。高齢者問題は不動産事

業にも大きな問題だと自覚しています。この制度で緩和が期待できるかは慎重になります。 

事務が手間、基準を満たす住居を確保できない、死亡の把握が困難であり死亡後の連絡事務の

手間も小規模経営者には厳しい 

大家が受け入れてくれないと思う。 

賃借人の死亡前期間（闘病中等）に於いても毎月発生する家賃に対する保証がないこと。 

終身建物賃貸借で認められる物件が生活困窮者に借りられる物件と考えているところに問題

がある。机上論。 
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【Q28】終身建物賃貸借制度に対する回答事業者の考えについて尋ねた設問（図 34）では、「是

非検討したい・大家に提案したい」（3.5％）はごくわずかにとどまり、「手続きが容易であれば

検討（大家に提案）したい」（39.1%）が約４割を占める。一方で「何ともいえない」（46.4%）

が約５割と大宗を占めるほか、「検討・提案しない」（11.1%）も約１割存在する等、制度の活用

に対して消極的または慎重な回答が多数見受けられる。 

【Q29】このうち「何ともいえない」「検討・提案しない」と回答した回答者にその理由を尋ね

たところ、最も多く挙げられたのは「大家の理解が得られないと思う」（49.0%）であり、次いで

「バリアフリー化等の費用負担が発生するため」（40.1%）、「制度の利用にあたり認可を受ける

必要があるため」（39.9%）等、制度上の要件がネックとなっていることが窺える意見が挙げられ

た（図 35）。また、「そもそも制度がよくわからない」（34.4%）との意見も多く、ここでも制

度の認知度に係る課題がみてとれる。さらに「その他の回答」として、「収益性に不安がある」

「長期に入ってもらえるのがいいが、問題を抱えた方が入居した場合に出ていってもらいづらく

なるのでは」等の回答もあった。 

 
図 34 【Q28】終身建物賃貸借の活用意向 

 
図 35 【Q29】Q28 で「何とも言えない」「検討・提案しない」と選択した理由 

 
【Q30】仮に知事の認可やバリアフリー化等の要件が不要であれば終身建物賃貸借を利用する

か、と尋ねた設問では、全体の 64.2%が「利用する」と回答した（図 36）。 

【Q31】Q30で「利用しない」と回答した理由について尋ねたところ、「家主への理解が得られ

ない」「世間一般への周知がなされていないから」や、「認可があってこそ適切なサービスが提

供できる」「小規模事業者が参入できる事業とすることでサービス利用者にリスクを負わせる恐

れがある」等、認可の必要性を重視する回答がみられた（表 19）。 
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図 36 【Q30】終身建物賃貸借の認可・要件等が不要な場合の制度利用意向 

 
表 19 【Q31】Q30 で、仮に知事の認可やバリアフリー化等の要件が不要であっても 

終身建物賃貸借を「利用しない」と回答した理由（自由回答を一部抜粋） 

家主への理解が得られない。 

認可があればこそ、適切なサービスが提供できると考えます。どのような規模でも参入できる

事業とするのはサービスを利用する方々にリスクを負わせることになると思うので。 

地場の吹けば飛んでいくような不動産事業者には遠い話かと感じます。ある程度の体力があ

る業者や、影響力のある業者でないと、難しいのでは？ また、新規事業として利益の計算が

難しく感じます。(リスクが大きい。) 

扱ったことがなく不安 

制度のハードルを下げるよりは内容の充実を図る方が良いと考えるから。 

知事登録している物件＝高齢者が入居できる＝過去の入居者が死亡の可能性もあることを承

知で入居承諾する事につながるため 

世間一般への周知がなされていないから。 

 

【Q32】最後に『「残置物の処理等に関するガイドライン」「終身建物賃貸借」について、ご意

見等がございましたらご自由にご記入ください。』という設問では、多岐にわたり意見が寄せら

れた（表 20）。その中でも「認知症発症者に対するガイドラインを作成してほしい」「身元引き

受け制度が必要」等、現行制度において解決が難しい認知症等に対する対応策を求める意見がみ

られた。 

 
表 20 【Q32】「残置物の処理等に関するガイドライン」「終身建物賃貸借」 

に関する意見（自由回答を一部抜粋） 

認知症を発症した人に対するガイドラインをどうにか検討してほしい。介護や社会福祉など

の観点からも作成してほしい 

身元を引き受けたりする制度、瑕疵を担保する制度が先ではないか。 

手続きの簡略化も必要だが、きちんと内容の伴った制度として利用できることを望みます。現

状では、実際の利用例も少なく判例的な考え方も弁護士等に伺っても明確に帰ってこないの

が現状です。その辺りが整理されれば検討しようと思います。 

死者への保護が手厚く、賃貸人や管理会社、仲介業者の負う負担が大きい。いずれも民間営利

事業者です。高齢者、単身者の借りる物件はもともと収益性が低く、一旦、事故案件がおきる

ととてつもない損失が発生する。法にのっとっていたらどれほどの期間と費用を要するか。抵

当権のある賃貸人には命とりである。ハイリスクローリターンでは民間は貸せない。私は

常々、人助けは自分の財産でする事である。他人（賃貸人）の財産ではするな。と宅建士・業
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務管理者として口酸っぱく言っています。 

ガイドラインがあることで、処々の事務は進みやすくなると思われます。浸透していくと、こ

れまで困難であった生活者の生活の場、選択肢が増え、様々な可能性が広がっていくことと思

います。施設生活から地域生活支援へ制度が向かおうとしていく流れの中で、衣食住の住の確

保について関与する事業者の立場として、地域共生社会の一員として地域ネットワークに参

画していけると一番であると考えます。地域包括支援センターや専門職後見人など、相談支援

の中核を担う社会福祉士会（日本・各都道府県にあり）とも協働できるとよいのでは。 

 

（３） アンケート結果のまとめ 

終身建物賃貸借制度について、全宅連会員である宅建業者においても制度自体がほとんど知ら

れておらず、活用実績はごくわずかにとどまることが現状の課題として明らかとなった。加えて、

大家に対して理解を求めることを難しく感じている会員が多く存在することから、会員だけでな

くオーナー・消費者全般に対しても、終身建物賃貸借のメリットに関して理解を促す必要性も示

唆された。 

一方で、終身建物賃貸借制度により高齢者に対する斡旋の不安は緩和されると思うかどうかを

尋ねた設問では、回答者の約６割が「不安が緩和されると思う」と回答しており、同制度が広く

認知されうまく活用されるようになれば、高齢者への賃貸住宅斡旋を円滑化できるポテンシャル

を有しているといえる。 

終身建物賃貸借の活用しやすさに関する課題としては、認可に係る煩雑な手間や、ハード面の

基準をクリアするための改修コストの負担がハードルになっており、とくに中小規模の不動産業

者は活用に二の足を踏んでいる現状が窺える。認可基準の合理化については引き続き検討を要す

る論点であると考えられる。なお、認可手続きの簡素化に関する法改正の動向については次項に

記載する。 

 

６-３ 終身建物賃貸借に関する今後の法改正の動向 

令和６年３月８日閣議決定「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等

の一部を改正する法律案」（以下、改正法案）において、終身建物賃貸借に関し、これまでの住

宅ごとの認可から事業者の認可へと手続きを簡素化することで、終身建物賃貸借の利用促進を図

ることが目指されている。 

※改正法案に関する概要は後段（７.、p.55）に記載している。 
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７. （参考）住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法改正

の動き 

令和６年３月８日、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部

を改正する法律案」（以下、改正法案）が閣議決定された。 

改正法案では、要配慮者に対して入居前や入居後の支援を行う居住支援法人などの地域の担い

手の協力を得ながら、要配慮者が安心して居住できる環境を整備するため、（１）大家が賃貸住

宅を提供しやすく、要配慮者が円滑に入居できる市場環境の整備、（２）居住支援法人等が入居

中サポートを行う賃貸住宅の供給促進、（３）住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体

制の強化の 3本柱の実現を目指す。 

このうち、（１）大家が賃貸住宅を提供しやすく、要配慮者が円滑に入居できる市場環境の整

備 の具体的な改正内容として、下記４点が挙げられている。 

 

① 終身建物賃貸借の手続きの簡素化 
住宅ごとの認可から事業者の認可とすることで、手続きを簡素化し、終身建物賃貸借の利用促

進を図る。 

② 居住支援法人による残置物処理の推進 
入居者死亡時の残置物処理を円滑に行うため、居住支援法人の業務に、入居者からの委託に基

づく残置物処理を追加。 

③ 家賃債務保証業者の認定制度の創設 
住宅確保要配慮者が利用しやすい家賃債務保証業者（認定保証業者）を国土交通大臣が認定し、

(独)住宅金融支援機構の家賃債務保証保険を活用できるようにする制度を創設。これにより要配

慮者への保証リスクを低減し、要配慮者への賃貸住宅提供促進を図る。 

④ 居住サポート住宅による大家の不安軽減 ※（２）関連 
市区町村長（福祉事務所設置）等による「居住サポート住宅」認定制度を創設し、居住支援法

人等が要配慮者のニーズに応じて、安否確認、見守り、適切な福祉サービスへのつなぎを行う住

宅（＝居住サポート住宅）の供給を促進する。居住サポート住宅においては、生活保護受給者が

入居する場合、住宅扶助費（家賃）について代理納付を原則化するとともに、入居する要配慮者

は認定保証業者が家賃債務保証を原則引受ける。 

 

このほか （３）住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化 の具体的内容として、

①国土交通大臣及び厚生労働大臣が共同で基本方針を策定すること、②市区町村による居住支援

協議会設置を促進（努力義務化）し、住まいに関する相談窓口から入居前・入居中・退居時の支

援まで、住宅と福祉の関係者が連携した地域における総合的・包括的な居住支援体制の整備を推

進することが目指されている。 
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図 37 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一部を改正する法律案の概要 

（出典：国土交通省ウェブサイト） 
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８. 高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋をめぐる残課題 

本研究会では、高齢者に対する民間賃貸住宅の斡旋に関する課題のうち、とくに契約終了時の

対応に焦点を当てて議論し、現状で考えられる対応策について検討した。 

一方で、高齢者に対する居住支援の観点から、引き続き制度上・実務上の改善が必要な課題が

残っている。研究会および関連ヒアリングにおいて挙げられた残課題について、下表のとおり整

理を行った。 

特に、入居中賃借人の状態に変化があった場合における福祉事業者（支援者）との連携や、契

約終了時における相続人を探索する場合に「個人情報の取扱い」が大きな支障になっている点が

課題として明らかになった。また、賃借人が認知症を発症した場合の対応方策についても急ぎ検

討すべき課題だということが示された。 

 
表 21 「残置物の処理等に関するモデル契約条項」以外の残課題 

 課題 

契約の終了・
相続人探索 

 契約の終了︓相続人の探索が手間となっており、緊急連絡先や連帯保証人に確認す
るだけで残置物の処理と契約の解除を行うケースが見受けられる 

 相続人の探索範囲︓賃借人の戸籍をどこまでたどるべきか不明瞭なこともあり、相続人
探索に時間とコストがかかりすぎる 

 個人情報保護法の壁︓宅建業者に個人情報の調査権限が与えられないこと等、個人
情報の開示に係る障壁が、賃借人死亡時の速やかな対応を阻害している 

 管理会社による戸籍の取得︓大家の代理人としての戸籍取得が望まれるところ、その
可否は自治体によって判断のばらつきが見られる 

居住支援活動
の見える化 

 賃借人情報の取得︓個人情報保護の観点により、大家にとって、賃借人の現状を把
握するため情報取得ができない。そのため、社会福祉事業者等からの情報提供がなされ
ないために、入居者の状態や変化を把握できない。 

 相談体制の整備︓賃借人のトラブルに関し相談できる体制が不十分である 

行政による対
応（行政に望
まれること） 

 既存ストックの活用︓建設型公営住宅に代わる、空き家を活用した借上型公営住宅
の検討（民間賃貸住宅では対応しきれないケースが存在する）。 

 単身高齢者への対応︓推定相続人の探索が簡易にできる方法の検討 
︓連帯保証人、緊急連絡先、身元引受人の確保※１ 

※ １︓現状、見守り機器を設置してもアラームの受取先がいない 
 認知症患者への対応︓賃借人が認知症を発症した場合※２に対応するためのガイドラ

インの作成等 
※ ２︓現状、大家や管理会社は対応権限を有しておらず、家賃滞納等があっても対

応に苦慮 
 行政の対応のばらつき︓自治体よって対応にばらつきがある 
 家賃保証会社の倒産対策︓（管理会社に不利益が生じないよう）対策が求められる 
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９. 総括 

９-１ 研究会の成果と今後の取り組みについて 

本研究会では、高齢者等に対する民間賃貸住宅への住居の斡旋を促進するため、賃貸管理や死

後事務に係る現場の実態を参照しつつ、これまで打ち出されてきた各種施策の課題の洗い出しを

行った。そのうち（１）残置物処理モデル条項が高齢者賃貸の現場で十分に活用できていないこ

と、（２）家賃債務保証会社と効果的な連携が必要であること、（３）終身建物賃貸借契約の普

及・活用が必要であることの３点を重点課題として抽出した。これらの重点課題に対応する対応

策として、本研究会における既存制度の運用の改善案や支援ツールをもとに「高齢者の賃貸住宅

への入居支援ガイドブック_契約終了編（仮題）」を作成し、会員に周知することにしている。な

お、（３）に関しては、直近で予定されている法改正の動向を把握するに留め、さらなる残課題

や対応策の検討は来年度以降行うこととした。 

 
表 22 研究会の成果 

重点課題 研究会での対応 

（１）残置物処理モデル
条項が高齢者賃貸の現場
で十分に活用できていない 

 モデル条項の解釈の範囲で実現可能な柔軟な運用のあり方を提示。 
 それに伴う Q&A集の作成。 
 モデル条項の活用を補完するための書式（案）として、意向確認書

（案）、事前説明書（案）、契約の概要（案）、契約書様式
（案）を作成。 

（２）家賃債務保証会社
との効果的な連携が必要 

 管理会社が保証会社の商品・サービスを比較選択する場合のポイント
について整理。 

（３）終身建物賃貸借契
約の普及・活用が必要 

 法改正の動向を踏まえ、来年度以降、残課題の把握・対応策を引き
続き検討。 
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巻末資料 7 参考：終身建物賃貸の法的論点 
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巻末資料 8 参考：戸籍関係証明書の請求 
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巻末資料 9 全国保障機構との意見交換の内容について 
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巻末資料 10 明け渡し訴訟に移行した場合の流れ 
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巻末資料 11 管理会社が保証会社を比較検討する場合のポイント 
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